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自由民主党・政策フォーラム 

髙橋光孝、佐藤一郎、大村晃一、櫻井隆、酒井信幸、沼田健一、

田村和也 

調 査 地 等 

及 び 

調 査 事 項

等 

⑴  調査地・研修場所（東京都千代田区 農林水産省） 

  日時 令和５年１月２４日 午後２時３０分～４時００分 

  調査・研修内容 

食料安全保障について 

（特に宮城県における食料安全保障対策など） 

⑵  調査地・研修場所（東京都千代田区 環境省） 

  日時 令和５年１月２５日 午後２時００分～３時３０分 

  調査・研修内容 

「地域脱炭素ロードマップ」及び「地球温暖化対策計画」「脱炭

素先行地域」について 

⑶  調査地・研修場所（      ） 

  日時 令和 年 月 日 午後 時 分～ 時 分 

  調査・研修内容 

 

※ 別途報告書を作成の上、添付してください。 

 ※ 報告書には、報告者氏名、調査・研修目的、調査・研修内容及び効果・成果等を記載 

の上、その他調査・研修内容が分かる資料（視察時資料、研修資料等）を添付してくださ

い。 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

 

 

Ⅰ 
調査地  東京都千代田区 農林水産省 

調査月日 令和５年１月２４日（火） 

調査事件 食料安全保障について 

概要 

［食料安全保障をめぐる情勢の概要］ 

我が国の国民に対する食料の安定的な供給には、世界の食料需給等に不安定

な要素が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本

とし、これと、輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることで確保している。 

また、世界の人口増加等による食糧需要の増大や異常気象による生産減少、

新型コロナウイルス感染症などの新たな感染症の発生による輸入や人の移動の

一時的な停滞等、我が国の食料の安定的な供給に影響の及ぼす可能性のあるリ

スクが顕在化しつつあり、自然災害や輸入障害等の一時的・短期的に発生する

リスクも常に存在するため、不測の事態に備え平素から食料供給に係るリスク

の分析・評価を行うとともに、我が国の食料安定供給への影響を軽減するため

の対応策を検討、実施し、総合的な食料安全保障を確立に努めている。 

 

（１）食料安全保障の確立に向けた取組 

① 国内の農業生産の増大 

・担い手の確保や農地の集積・集約化 

・スマート農業による生産性向上 

・国産農産物の増産や国産への切替え 

・輸入拡大にも対応した畜産物、果実などの増産 

・食育や地産地消の推進 等 

② 輸入穀物等の安定供給の確保 

・輸入相手国との良好な関係の維持・強化 

・関連情報の収集・分析、定期的な情報発信 等 

③ 備蓄の適切な運営 

・米、小麦及び飼料穀物の備蓄の適切な運営 等 

 

（２）不測時に備えた食料安全保障 

・リスクを洗い出し、そのリスク毎の影響度合、発生頻度、どう変化す

るか等についての定期的な検証 

・主要な不測の事態を想定した具体的な対応手段の検証 等 

 

 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

 
我が国の食料需給率は３８％とマスコミなど発表されているが、カロリーベ

ースであり、生産額ベースでは６３％であり、食の多様化により輸入食品を多

く消費している事が読み取れる 

 

 
供給カロリーの輸入の８４％が、アメリカ・カナダ・豪州・ブラジルで日本と

の関係良好国からの輸入である事が読み取れる。 

 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

 
品目ごとの輸入量の表であるが、国内生産で国内需給を満たすことができない

品目を輸入し、安定的な輸入と備蓄がおこなわれているのが読み取れる。 

 

 
世界の穀物輸出のグラフであるが、我が国の輸入先が我が国と良好な関係国が

多い事とその国の輸出量が安定して多いことが読み取れ、ウクライナ侵攻など

で価格上昇等の影響は出るものの、輸入量が極端に減るようなリスクは少な

い。 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

 

前記に記した世界情勢・取組・現状など別紙資料を基に詳細説明を受ける。 

別紙資料も併せて提出 

※一部重要資料は本報告書に添付 

 

会派の 

 

まとめ 

 我が国の国民に対する食料の安定的な供給には、世界の食料需給等に不安

定な要素が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基

本とし、これと、輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることで確保している。 

また、世界の人口増加等による食糧需要の増大や異常気象による生産減少、

新型コロナウイルス感染症などの新たな感染症の発生による輸入や人の移動の

一時的な停滞等、我が国の食料の安定的な供給に影響の及ぼす可能性のあるリ

スクが顕在化しつつあり、自然災害や輸入障害等の一時的・短期的に発生する

リスクも常に存在するため、不測の事態に備え平素から食料供給に係るリスク

の分析・評価を行うとともに、我が国の食料安定供給への影響を軽減するため

の対応策を検討、実施し、総合的な食料安全保障を確立していた。 

岩沼市において食料自給率ＵＰに対する対応としては、地産地消の推進、食

育なども当然であるが、耕作放棄地を増やさず、常に安定した食料生産をおこ

なっていく事が特に大事ではないかと考える。また、国が進める飼料用穀物類

の生産など他品目への転作も国産牛肉などの飼料の国産化などにも大きく貢献

できるものと思われる。 

 

 

  



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

 

Ⅱ 
調査地 東京都千代田区  環境省 

調査月日 令和５年１月２５日（水） 

調査事件 
「地域脱炭素ロードマップ」及び「地球温暖化対策計画」「脱炭素先行

地域」について 

概要 

地域脱炭素ロードマップ 

（１）９割の自治体のエネルギー収支が赤字（２０１５年）となってお

り、特に経済規模の小さい自治体にとって基礎的な支出であるエネルギ

ー代金の影響は大きく、国全体で年間約２０兆円をかけに燃料のために

海外に支払っている（２０２１年）。 

 
（２）日本全体ではエネルギー需要の 1.8 倍の再エネルギーのポテンシ

ャルが存在し、それらを有効活用することが大事である。 

 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

（３）再エネルギーの地域資源を活用し、発電事業をおこなうことで地域

経済の活性化など地域経済の循環、災害時に停電しない地域づくり

など防災レジリエンスの向上、ＥＶカーシェアリング、省エネ住宅

など快適で便利な暮らしが実現できる。 

（４）地域脱炭素ロードマップの全体像 

今後５年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援

し、２０３０年度までには少なくとも１００か所の「脱炭素先行地

域」をつくる。継続的・包括的支援、ライフスタイルイノベーショ

ン、制度改革などの基盤的施策を実施し、脱炭素ドミノとなりモデ

ルを全国に伝搬し２０５０年を待たずに脱炭素を達成する。 

 

 

地球温暖化対策計画 

（１）地域の合意形成を図りつつ、環境に適正に配慮し、地域に貢献す

る地域共生型の再エネルギーを推進し、市町村が再エネルギー促進地域

や再エネルギー事業に求める環境保全・地域貢献の取組を計画に位置付

け事業計画を策定し実行することで地球温暖化対策に寄与できる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

脱炭素先行地域 

 民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うＣＯ２排

出の実績ゼロを実現し、運輸部門や熱利用等も含めてその他温室効果ガ

ス排出削減も地域特性に応じて実施する地域で、取り組み実施内容によ

り選定されると、国より多くの幅広し支援を受けられる。 

※脱炭素先行地域の詳細は下記の通り 

 
令和４年度第１回目は７９応募に対して２６自治体、第２回は５０応募

に対して２０自治体が選出されたが、回数を重ねるごとに、他取組と同

じでは選定されづらくなり、より高度な計画が必要とされる。 

※宮城県では東松島市が選定されている 

 

 

・脱炭素推進のための交付金 

脱炭素先行地域づくり事業 交付率：原則２/３ 上限額５０億円/計画 

重点対策加速化事業    交付率：２/３～１/３ 

             上限額：都道府県２０億円、 

市町村 １５億円 

民間裨益型自営線マイクログリッド事業 

             交付率：原則２/３ 上限額５０億円/計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

重点対策加速化事業計画策定状況は２９自治体（１０県、１０市町）が

策定している（令和４年１２月末時点） 

 
 

再生エネルギー最大限導入のための計画づくりにも支援事業として令和

４年度補正予算で２２億、令和５年度予算案で８億が予算化されてお

り、計画作りから国の支援を受けることが可能となっている。 

 
 

前記に記した地域脱炭素支援策・選定された事例など別紙資料を基に詳

細説明を受ける。 

別紙資料も併せて提出 

※一部重要資料は本報告書に添付 



自由民主党・政策フォーラム                （会長：髙橋光孝） 

 

会派の 

 

まとめ 

 地球温暖化対策として脱炭素化（カーボンニュートラル）として環境

問題に対する脱炭素化は、報道などにもより注目されているが、この脱

炭素先行地域には、再生エネルギーによる新しい雇用などの地域介在の

活性化＝地域ビジネス創生、電力料金の節約など＝快適な暮らし。大規

模災害などでも停電しない地域づくり＝災害に強い地域づくり、など脱

炭素による地方創生の加速化が期待できる取組の対する多くの支援策・

交付金などが用意されていた。 

 岩沼市において脱炭素先行地域選定への取組は、地球環境に適正に配

慮することはもとより、地方創生と自治体間の競争・生き残りに勝ち抜

くために脱炭素先行地域選定され、今後の国からの大きな支援をいかに

早く受けることが出来るかにかかっているように思えてならない。回を

重ねるごとに選定には先行事例と同等の物は選定されづらくなるような

ので、いち早く取り組むべきものと考える。 

 

 

 


